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経経経経    営営営営    方方方方    針針針針    

 

当社の経営理念は「ベンチャー企業に対するインキュベーション活動を通じ、ＩＴ（情報技術）分野を

軸とした 21 世紀の中核的産業の創造及び育成を担うリーディング･カンパニーとなり、国内外の経済の発

展に貢献する」ことであり、これを実現すべく産業インキュベーターとしてのベンチャーズ･インキュベー

ション事業を営んでおります。その具体的活動として、ベンチャーズ･コンソーシアム（注）を構成するメ

ンバー企業（以下、メンバー企業）の企業価値増大に貢献すべく、ファンドを通じたリスクキャピタルの

供給、役員派遣を含むメンバー企業の総合的な支援及び様々なコンサルティング･サービスの提供を行って

おります。また、メンバー企業間の業務･資本提携等、様々なアライアンスを推進、ソフトバンクグループ

のネットワーク及び証券化、公開支援等の金融技術を駆使することにより、メンバー企業の価値増大に貢

献いたします。 

（注）ベンチャーズ･コンソーシアムとは当社ファンドの投資先企業（平成13年3月末現在353社(複数ファンドによ

る重複投資先会社数を除く)）及び当社のコンサルティング会員企業（平成13年3月末現在122社）で構成される企業

群全体（平成13年3月末現在360社(コンサルティング会員企業と投資先企業との重複を除く)）を意味しております。 

 

当社では今後、株式公開後の会社に対しましても種々のサービス提供を行っていく予定であります。こ

の一環として、会社の IR 活動へのサポート業務を行うことを目的として設立されたオンライン･アイアー

ル株式会社へ資本参加しております。同社は公開会社を主体に顧客開拓を推進する予定であり、当社とし

ましては、同社を通じて更なる公開会社とのネットワークの拡大が図れるものと考えております。 

 

また、多様化する資産運用ニーズに対応するため、投資顧問業への進出、LBO、MBO ファンドの新規組成、

不動産ファンドの新規組成を予定しております。投資顧問業への進出につきましては、未公開株式、債券

等を運用対象とするファンド（平成 13 年 3 月末現在の純資産額 155 億円）を運営管理するソフトバンク･

アセット･マネジメント株式会社の株式 100%を平成 13 年 4 月 12 日に取得いたしました。また、LBO、MBO

ファンドにつきましては、当該ファンドからの投資対象となる予定である民事再生手続中の川﨑電気株式

会社と出資に関する基本合意書を平成 13 年 3 月 15 日に締結しております。なお、ファンドの運営会社と

してエスビーアイ･キャピタル株式会社を平成 13 年 4月 13 日に設立予定であり、平成 13 年 5 月 15 日をク

ロージング予定日として現在、当該ファンドの募集を行っております。 

 

国外（主にアジア地域）におきましては、インターネット企業に変わろうとしている株価が割安と考え

られる非インターネット企業（公開及び未公開企業）へ投資し、インターネット企業化を支援して投資価

値を増大するネットトランス及びタイムマシン経営を推進していくために、同地域における成長性の高い

企業に出資していく予定であります。当該方針の一環としまして、平成 12 年 3 月に香港の上場会社である

CHEUNG WAH DEVELOPMENT COMPANY LIMITED（現社名は SOFTBANK INVESTMENT INTERNATIONAL(STRATEGIC) 

LIMITED、略称「SBIIS」）に投資しております。平成 13 年 4 月 2 日におきまして当該会社は金融サービス

を主にアジア地域で提供すべく、香港上場会社の金融サービス部門を取得（51%）し、その名称を SBI 

E2-Capital Limited と し て お り ま す 。 ま た 、 これ に 伴 い 当 社 の 子 会 社で あ る SOFTBANK 
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INVESTMENT(INTERNATIONAL) HOLDINGS LIMITED が SBIIS の増資に応じており、当社は今後とも当該会社を

アジア地域における投資活動の拠点としていく予定であります。 

 

 当社は、株主に対する利益還元と同時に競争力の確保を重要な経営課題の一つとして認識しております。

このため、企業体質の強化と今後の事業展開に備えるために内部留保を充実させ、積極的な事業展開を遂

行していくために将来キャッシュフローの増大を目指していく所存であります。従いまして、当面は内部

留保の充実を図るために配当は見送る方針であります。将来は、各期の経営成績及び財政状態を勘案しな

がら、利益還元を行っていく予定であります。 
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経経経経    営営営営    成成成成    績績績績    

 

(1)当中間期の業績概況 

当中間期における株式市場は、米国での IT 関連銘柄を中心とする株価の低下をきっかけに海外･国内と

もに大きく調整する局面となりました。当社としてはこの株価低迷を未公開企業等への出資活動の好機と

捉え、昨年募集したソフトバンク･インターネットテクノロジー･ファンドを中心に投資コストを低下させ

ながら出資を進めることができました。当中間期における、当社及び当社連結子会社が運用するファンド

（以下「当社ファンド」）からの投資実績は、134 社に対し 43,633 百万円となっております。一方、当社

ファンドの一つであるソフトバンクベンチャーズ匿名組合におきましては、過年度からの投資実行の成果

として高い運用成績を残したことにより、成功報酬 13,269 百万円を計上しております。 

以上より、当中間期におきましては、連結売上高 17,189 百万円（前年同期比 175.9%増）、経常利益    

15,696 百万円（前年同期は経常損失のため同期比較比率は算定不能）、中間純利益 9,069 百万円（前年同

期は純損失のため同期比較比率は算定不能）となりました。なお、前年同期比につきましては、前年度に

おいては連結中間決算を実施しておりませんでしたので、参考値との比較となっております。 

 

《業務別収益及び費用の状況》 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度          

（ 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 3月31日 

） （ 
自 平成11年10月 1日 
至 平成12年 3月 31日 

） （ 
自 平成11年10月 1日 
至 平成12年 9月30日 

） 

 

金 額    構成比 金 額    構成比 金 額    構成比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
ベンチャーキャピタル 
      投資業務 

16,663 96.9 5,975 95.9 45,839 98.2 

 内訳       

 投資事業組合等管理収入 16,357  3,484  8,591  

  内訳：管 理 報 酬       3,087  727  3,562  

  成 功 報 酬       13,269  708  828  

  設 立 報 酬       －  2,049  4,200  

 営業投資有価証券売上高 305  2,490  37,248  

コンサルティング業務 515 3.0 217 3.5 785 1.7 

その他業務 10 0.1 36 0.6 47 0.1 

合計 17,189 100.0 6,229 100.0 46,672 100.0 

 

(投資事業組合等管理収入) 

当中間期におきましては、管理報酬が 3,087 百万円（前年同期比 324.2%増）、成功報酬が 13,269 百万円

（前年同期比 1,774.0%増）となりました。管理報酬の増加につきましては主に、平成 12 年 3 月から 7 月

にわたり設立されたソフトバンク･インターネットテクノロジー･ファンドの管理報酬が当中間期に寄与し

たこと、成功報酬の増加につきましては、平成 12 年 12 月を決算期とする当社ファンドの一つであるソフ

トバンクベンチャーズ匿名組合において高い運用成績を残したことによっております。なお、前中間期の

設立報酬はソフトバンク･インターネットテクノロジー･ファンドの一部設定に伴うものであり、当中間期
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には計上されておりません。 

 

(営業投資有価証券売上高及び営業投資有価証券売上原価) 

営業投資有価証券売上高から営業投資有価証券売上原価を差し引いた金額は、当中間期に 240 百万円の

損失、前中間期は、4,299 百万円の損失となりました。前中間期における損失の主な原因は、保有有価証

券について計上された評価損 4,611 百万円であります。 

 

(コンサルティング業務収入及びその他業務収入) 

当中間期におきましては、コンサルティング収入が 515 百万円（前年同期比 136.8%増）、その他業務収

入が 10 百万円（前年同期比 70.7%減）となっております。なお、当中間期末の会員企業数は 122 社（前中

間期末 81 社）となっております。 

 

(その他売上原価、販売費及び一般管理費) 

当中間期におきましては、その他売上原価が 942 百万円（前年同期比 122.5%増）、販売費及び一般管理

費が 540 百万円（前年同期比 64.2%減）となりました。その他売上原価、販売費及び一般管理費の主なも

のは人件費であり、当中間期における人件費はそれぞれ、516 百万円（前年同期比 609.6%増）、385 百万円

（前年同期比 122.5%増）となっております。販売費及び一般管理費の主な減少原因は、前中間期にソフト

バンク･インターネットテクノロジー･ファンドの契約媒介手数料が 1,185 百万円計上されているためであ

ります。 

 

(営業外損益) 

当中間期におきましては、営業外損益が純額で 536 百万円の益となっております。主なものは為替差益 

634 百万円であり、これは当中間期において計上された成功報酬に関するものであります。 

 

(特別損益) 

当中間期における特別利益 20 百万円は当社の関連会社でありましたイー・ファイナンススクール株式会

社を平成 12 年 10 月に売却したことに伴うものであります。また、特別損失 8 百万円は退職給付に係る会

計基準に従い、処理方法を変更したことによるものであります。 

 

 

《キャッシュフローの状況》 

営業活動によるキャッシュフローは、当中間期の現金流入額が 6,946 百万円、前中間期の現金流出額が 

43,305 百万円であり、50,251 百万円の増加となりました。主な原因は、当中間期において 15,708 百万円

の税金等調整前中間純利益が計上されていること、また、前中間期におきましては、営業投資有価証券及

び営業出資金の増加に伴う現金流出額が 43,482 百万円と多額に上ったのに比し、当中間期におきましては 

988 百万円と大幅に減少したこと等によっております。 
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投資活動によるキャッシュフローは、当中間期の現金流出額が 47 百万円、前中間期の現金流入額が 539

百万円であり、587 百万円の減少となりました。財務活動によるキャッシュフローは、当中間期の現金流

入額が 3,448 百万円、前中間期の現金流入額が 54,347 百万円であり、50,899 百万円の減少となっており

ます。主な原因は、前中間期において短期借入金の純増加額が 53,840 百万円計上されているためでありま

す。なお、当中間期におきまして当社は、ナスダック・ジャパン市場に上場し、新株発行による収入とし

て 10,947 百万円を財務活動によるキャッシュフローとして計上しております。 

 

以上の結果、当中間期末における現金及び現金同等物残高は 23,816 百万円となっております。 
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《投資業務の状況》 

① ファンドの概況 

（ファンドの概要） 

以下の情報は、平成13年3月31日現在における各ファンドの直近決算（中間決算を含む）に基づく情報であります。 

(注) 1. ソフトバンクベンチャーズ匿名組合、CHINA ENTERPRISE INVESTMENT FUND及びSOFTBANK ASIA NET-TRANS FUND LIMITEDは、米ドル建による報告形態をとっているため、

投資残高、当初出資金額、簿価純資産価額、時価純資産価額、累計配当金額及び成功報酬額の計算にあたりまして、米ドル建の金額に平成12年12月29日現在の

為替レート（US$1=¥114.80）を乗じて計算した金額を便宜上記載しております。Applied Research Fundは、香港ドル建による報告形態をとっているため、当初

出資金額の計算にあたりまして、香港ドル建の金額に平成12年12月29日現在の為替レート（HK$1=¥14.72）を乗じて計算した金額を便宜上記載しております。な

お、ソフトベン2号投資事業組合、ソフトバンク･コンテンツファンド及びソフトバンク・インターネットファンドが保有する外貨建資産につきましては、それ

ぞれのファンドが円建での報告形態を取っているため、当初出資金額の計算上、取得時の為替レート（時価の算定にあたっては平成12年12月29日現在の為替レ

ート）により換算しております。 

     2. 契約満了の（ ）内の日付は、契約期間満了後の期間延長が可能となっている場合に、最大限期間延長した場合の契約期間満了日を記載しております。 

     3. 投資先会社数には証券投資のほか組合への投資等の件数も含まれておりますが、強制評価減を全額行なっているものにつきましては除外されております。なお、

（ ）内の社数は海外における投資先会社数を記載しております。また、投資先会社数の合計は各ファンド間において同一の投資先がある場合には重複して計算

されております。 

     4. 投資残高の（ ）内の金額は海外における投資残高を記載しております。 

     5. 時価純資産価額は、簿価純資産価額に各ファンドの直近決算期末（中間決算も含む）現在の有価証券含み損益を加味した金額であります。なお、時価を算定す

るにあたっては、公開株式につきましては各ファンドの直近決算期末（中間決算も含む）現在の取引相場の終値、未公開株式等につきましては帳簿価額（著し

く価値の下落したものは評価減後の金額）で評価しております。 
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LIMITED

SOFTECH
INVESTMENT

MANAGEMENT
COMPANY

LIMITED

―

設 立 日 1992年2月26日 1995年11月24日 1996年8月14日 1997年7月1日 1998年7月17日 1999年7月1日 2000年3月1日 2000年4月1日 2000年7月14日 2000年4月5日 2000年3月27日 ―

契約満了 2002年2月26日 2005年11月30日 2002年12月31日 2005年6月30日 2005年7月17日 2008年9月30日 2005年6月30日 2005年6月30日 2005年6月30日 2005年8月11日 (注10) ―

（注）2 但し、1997年12月

31日に期中償還

（2007年11月30日） （2007年6月30日） (注10) （2010年9月30日） （2007年6月30日） （2007年6月30日） （2007年6月30日） (注10) ―

決 算 期 12月 6月 12月 12月 12月 9月 6月 6月 6月 12月 (注10) ―

中 間 決 算期 6月 12月 ― ― ― ― 12月 12月 12月 ― (注10) ―

主な投資対象
国内外の未公
開企業等

主として米国
のインターネッ
ト関連企業等

主として米国
のインターネッ
ト関連企業等

主としてCS放
送へコンテンツ
を提供する事
業及び企業等

中国の上場、
非上場企業等

国内外のイン
ターネット関連
企業等

国内のイン
ターネット関連
企業等

国内のインター
ネット関連企業
等

国内のイン
ターネット関連
企業等

アジア地域の
ネットトランス対
象企業

香港のﾃｸﾉﾛ
ｼﾞｰﾍﾞﾝﾁｬｰ企
業等

―

監 査 法 人
監査法人トー
マツ

監査法人トー
マツ

監査法人トー
マツ

中央青山監査
法人

Deloitte&Touche
S.A.

優成監査法人
監査法人トー
マツ

監査法人トーマ
ツ

監査法人トー
マツ

Pricewaterhouse
Coopers

該当無し ―

― 社 38 社 30 社 22 社 (注10) 71 社 35 社 173 社 89 社 6 社 (注10) 464 社

（― 社） （29 社） （30 社） （12 社） （2 社） （― 社） （― 社） （― 社） （6 社） （79 社）

― 円 11,428百万円 17,395百万円 7,532百万円 (注10) 10,027百万円 9,641百万円 47,385百万円 5,028百万円 1,549百万円 (注10) 109,988百万円
（― 円） （10,278百万円） （17,395百万円） （4,995百万円） （572百万円） （― 円） （― 円） （― 円） （1,549百万円） （34,792百万円）

1,000百万円 5,700百万円 18,669百万円 9,600百万円 5,740百万円 12,300百万円 15,800百万円 115,200百万円 19,500百万円 4,132百万円 3,680百万円 210,322百万円
（脱退により現在

は5,500百万円）

（US$162,626千） （US$5,000万） （US$3,600万） （HK$25,000万） ―

簿 価
純 資 産 価額

― 円 13,499百万円 50,505百万円 7,865百万円 (注10) 11,415百万円 13,913百万円 107,199百万円 18,244百万円 4,149百万円 (注10) 226,792百万円

時　　　　　価
純資産価額
　(注) 5

― 円 13,350百万円 44,602百万円 6,623百万円 (注10) 11,550百万円 13,913百万円 107,199百万円 18,244百万円 3,990百万円 (注10) 219,474百万円

累計配当金額
　(注) 6

713百万円 9,987百万円 2,878百万円 ― 円 (注10) ― 円 ― 円 ― 円 ― 円 ― 円 (注10) 12,865百万円

成功報酬額
　(注) 7

341百万円 5,503百万円 15,335百万円 ― 円 (注10) ― 円 ― 円 ― 円 ― 円 ― 円 (注10) 20,839百万円

投資先会社数
(注) 3

投　資　残　高
(注) 4

当 初 出 資金
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     6. 累計配当金額は、各ファンドの直近決算期末（中間決算も含む）までに金銭によりファンドの投資家へ配当した金額の累計額をいいます。尚、平成13年3月23

日にソフトバンクベンチャーズ匿名組合はファンドの投資家へ配当金34,359百万円を支払っております。（当該配当金額は、米ドル建の金額に平成13年3月30日

現在の為替レート（US$1=¥123.90）を乗じて計算した金額を便宜上記載しております。） 

     7. 成功報酬額は、各ファンドの直近決算期末（中間決算も含む）までの成功報酬の額の累計額であります。 

     8. ソフトバンク・コンテンツファンドは、当社が運営する他のファンドと異なり、主にCS放送へのコンテンツを提供する事業者等を投資対象としております。 

     9. ソフトバンク・インターネットテクノロジー・ファンド1号は、ソフトバンク・インターネットテクノロジー・ファンド2号に対して53,000百万円の投資を行っ

ておりますので、当初出資金、投資残高、簿価純資産価額、時価純資産価額の計算上、ソフトバンク・インターネットテクノロジー・ファンド2号への投資部分

を控除した金額となっております。 

    10. CHINA ENTERPRISE INVESTMENT FUND 及び Applied Research Fundの一部の情報は、本報告書における開示がファンド規約上の守秘義務に抵触すると判断され、本報

告書への記載をしておりません。 

    11. 合計は、現在運用中のファンド10本の合計を記載しております。 
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②投資業務 

②－1 証券種類別投資実行額及び投資残高 

(当社及び連結子会社による直接投資) 

当中間連結会計期間 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

（自 平成12年10月１日至 平成13年３月31日） 
(平成13年3月31日現在) (平成12年9月30日現在) 

 

期 別 

 

証 券 種 類      投資実行額 投資残高 投資残高 

 金額 会社数 金額 会社数 金額 会社数 
 百万円 社 百万円 社 百万円 社 

株 式 1,407 8 8,092 32 6,757 25 

転 換 社 債 ― ― ― ― ― ― 

新株引受権付社債 ― ― ― ― ― ― 

そ の 他 ― ― 0 1 0 1 

合 計         1,407 8 8,092 33 6,757 26 

 

 (当社、連結子会社及び関連会社が運用している投資事業組合等による投資) 

当中間連結会計期間 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

（自 平成12年10月１日至 平成13年３月31日） 
(平成13年３月31日現在) (平成12年9月30日現在) 

 

期 別 

 

証 券 種 類      投資実行額 投資残高 投資残高 

 金額 会社数 金額 会社数 金額 会社数 
 百万円 社 百万円 社 百万円 社 

株 式 38,485 130 114,970 348 81,478 259 

転 換 社 債 3,068 5 4,232 7 1,313 4 

新株引受権付社債 2,050 2 2,236 3 197 1 

そ の 他 30 1 2,058 8 2,068 9 

合 計         43,633 138 123,497 366 85,057 273 

（注）1. 海外のファンド等につきましては、会計期間末現在の為替レートで円換算額を付して記載しております。 

2. 当中間連結会計期間投資実行額及び当中間連結会計期間末投資残高は平成13年3月31日現在の仮決算に基づ

く金額であり、前連結会計年度末投資残高は平成12年9月30日現在の仮決算に基づく金額であります。 

3. 会社数については、1社に対し複数のファンドから投資している場合は1社としてカウントしており、重複を

排除しております。同一の会社の複数の証券種類に出資している場合は、それぞれを1社としてカウントし

ており、証券種類間の重複があります。 

尚、重複社数を除いた当中間連結会計期間投資実行社数は134社、平成13年3月31日現在及び平成12年9月30

日現在の会社数合計はそれぞれ353社、265社であります。 

4. CHINA ENTERPRISE INVESTMENT FUND 及び Applied Research Fund の投資実行額及び投資残高は、本報告書にお

ける開示がファンド規約上の守秘義務に抵触すると判断され、上表には含めておりません。 
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②－2 投資先企業の公開状況 

 前連結会計年度及び当中間連結会計期間において、当社及び連結子会社並びに当社及び連結子会社の運

営している投資事業組合等からの投資先企業の公開等状況を、以下に記載しております。 

 
前連結会計年度（平成 11年 10月 1日～平成 12年 9月 30日） 

社 数 投 資 先 企 業 名 公開等年月 公 開 等 事 業 内 容 本社所在地 投資元 

国内 
:１社 アライドテレシス㈱ 平成12年７月 公開 

(東証二部) 
ＬＡＮ関連機器の製
造・販売 日本 当社及び連

結子会社 

Intertrust Technologies  
Corporation 平成11年10月 公開 

(ＮＡＳＤＡＱ) 
インターネット上での
版権管理技術の提供 米国 

Exactis.com,Inc. 平成11年11月 公開 
(ＮＡＳＤＡＱ) 

イー・メールマーケティ
ング・サービスの提供 米国 

Digimarc Corporation 平成11年12月 公開 
(ＮＡＳＤＡＱ) 

デジタル・コンテンツ等
に埋め込む、電子透かし
技術を提供 

米国 

Andromedia,Inc. 平成11年12月 Ｍ＆Ａ 
ウェブサイトの状況を
モニターするソフトの
開発 

米国 

Buy.Com Inc. 平成12年２月 公開 
(ＮＡＳＤＡＱ) 

インターネット上での、
書籍、コンピューター関
連商品等の物販 

米国 

The Lightspan  
Partnership,Inc. 平成12年２月 公開 

(ＮＡＳＤＡＱ) 
マルチメディア教育事
業を展開 米国 

Prio,Inc. 平成12年２月 Ｍ＆Ａ オンライン・キャッシュ
バックサービスの提供 米国 

UTStarcom,Inc. 平成12年３月 公開 
(ＮＡＳＤＡＱ) 

中国内での有線・無線の
設備を供給 米国 

SINA.COM 平成12年４月 公開 
(ＮＡＳＤＡＱ) 

総合ポータルサイトの
運営 香港 

TechPacific.com Ltd 平成12年４月 公開 
(ＧＥＭ) 

ベンチャー企業に対す
る資金・情報提供や経営
のサポート 

香港 

Netease.com,Inc. 平成12年６月 公開 
(ＮＡＳＤＡＱ) 

中国語のオンラインサ
ービスを提供 中国 

海外 
:12社 

Mainspring 
Communications,Inc. 平成12年７月 公開 

(ＮＡＳＤＡＱ) 
インターネット戦略コ
ンサルティング・サービ
スの提供 

米国 

当社及び連
結子会社の
運営してい
る投資事業
組合等 

（注）上記には、投資先が新規公開した場合には、「公開」と記載し、（ ）内には公開市場を記載しております。 

また、投資先企業が公開会社との株式交換、又は合併を行った場合には、「Ｍ＆Ａ」と記載しております。 
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当中間連結会計期間（平成 12年 10月１日～平成 13年 3月 31日） 

社 数 投 資 先 企 業 名 公開等年月 公 開 等 事 業 内 容 本社所在地 投資元 

㈱東京ファイナンシャル
プランナーズ 平成12年10月 

公開 
（ナスダック 
・ジャパン） 

ファイナンシャルプラ
ンニングに関するコン
サルテーション提供 

日本 当社及び連
結子会社 

㈱プライムシステム 平成13年2月 
公開 

（ナスダック 
・ジャパン） 

システムソリューショ
ン事業 日本 国内 

:3社 

㈱アパマンショップネッ
トワーク 平成13年3月 

公開 
（ナスダック 
・ジャパン） 

不動産斡旋業務及び斡
旋コンサルティング業
務 

日本 

当社及び連
結子会社、並
びに、当社及
び連結子会
社の運営し
ている投資
事業組合等 

 

 

 

(2)企業統治に関する状況 

① 意思決定の仕組み 

当社におきましては、定例取締役会が毎月 1 回開催されており、重要事項の決定、報告等が行われてお

ります。また、経営課題に対する迅速な対応を行うために、取締役を構成メンバーとする定例会議が毎週

行われており、各担当役員より業務の状況に関する報告が行われております。 

 

② 役員構成 

取締役総数 8 名、監査役 3 名で構成されております。また、当社では執行役員制度を設けており、平成

13 年 3 月 31 日現在で 2名がこれに就いております。 

 

③ 内部監査及び予算管理の状況 

当社におきましては、内部監査室が設けられており、各部門の業務の適正性について監査を実施してお

ります。また、日々の業務は予算によりコントロールされており、予算実績差異の分析は毎月おこなわれ、

定例の取締役会に報告されております。 

 

④ 今後のコーポレートガバナンスの強化・充実の施策 

今後も業容の拡大が見込まれるため、常に管理体制の整備に鋭意努力していく所存であります。
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中 間 連 結 財 務 諸 表 等 
（１）中間連結財務諸表  
①中間連結貸借対照表                             （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前 連 結 会 計 年 度 
要約連結貸借対照表 

(平成 13 年 3月 31 日現在) (平成 12 年 3月 31 日現在) (平成 12 年 9月 30 日現在) 

期  別  
 
 科  目 

金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 構成比 

   ％   ％   ％ 

（資 産 の 部          ）          

Ⅰ 流 動 資 産      
    

1.現 金 及 び 預 金  8,316   14,249    13,383  

2.売 掛 金  197   3,264   403  

3.有 価 証 券   15,500   30   -  

4.営業投資有価証券   8,092   37,000   6,757  

5.営 業 出 資 金 ※1  10,905   4,133   11,450  

6.繰 延 税 金 資 産  707   2,080   144  

7.そ の 他  2,165   928   1,020  

流 動 資 産 合 計  45,885 98.5  61,686 99.4  33,159 98.4 

Ⅱ 固 定 資 産          

1.有 形 固 定 資 産           

(1)建 物 21   3   18   

減 価償却累計額 2 18  0 3  1 17  

(2)器 具 備 品 68   22   58   

減 価償却累計額 19 49  3 18  10 47  

 有形固定資産合計  68 0.1  21 0.0  65 0.2 

2.無 形 固 定 資 産          

(1)ソ フ ト ウ ェ ア  46   1   25  

(2)連 結 調 整 勘 定  78   117   97  

(3)そ の 他  1   0   0  

 無形固定資産合計  125 0.3  119 0.2  123 0.4 

3.投資その他の資産          

(1)投 資 有 価 証 券   168   80   174  

(2)繰 延 税 金 資 産  19   2   14  

(3)そ の 他  191   74   146  

 投資その他の資産合計  379 0.8  157 0.3  336 1.0 

 固 定 資 産 合 計  573 1.2  298 0.5  524 1.6 

Ⅲ 繰 延 資 産          

1.新 株 発 行 費  153   13   14  

2.社 債 発 行 費  3   0   4  

 繰 延 資 産 合 計  157 0.3  14 0.0  19 0.0 

Ⅳ 為替換算調整勘定  -   55 0.1  -  

 資 産 合 計  46,615 100.0  62,055 100.0  33,703 100.0 
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                             （単位：百万円） 
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前 連 結 会 計 年 度 

要約連結貸借対照表 
(平成 13 年 3月 31 日現在) (平成 12 年 3月 31 日現在) (平成 12 年 9月 30 日現在) 

期  別  
 
 科  目 

金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 構成比 

   ％   ％   ％ 

（負 債 の 部          ）          

Ⅰ 流 動 負 債           

1.短 期 借 入 金   5,000   56,710   12,500  

2.未 払 法 人 税 等   243   384   1,234  

3.賞 与 引 当 金   10   3   6  

4.前 受 金 ※2  2,068   928   4,302  

5.預 り 金   1,808   1   32  

6.そ の 他   1,839   775   508  

流 動 負 債 合 計   10,970 23.5  58,803 94.8  18,583 55.1 

Ⅱ 固 定 負 債           

1.社 債   620   -   620  

2.長 期 借 入 金   6,000   -   6,000  

3.退 職 給 与 引 当 金   -   0   0  

4.役員退職慰労引当金   43   4   28  

固 定 負 債 合 計   6,663 14.3  4 0.0  6,648 19.7 

Ⅲ 為替換算調整勘定   - -  - -  92 0.3 

 負 債 合 計   17,634 37.8  58,807 94.8  25,324 75.1 

          

（少 数 株 主 持 分          ）          

 少 数 株 主 持 分            40 0.1  21 0.0  26 0.1 

          

（資 本 の 部          ）          

Ⅰ 資 本 金   7,706 16.5  2,400 3.8  3,004 8.9 

Ⅱ 資 本 準 備 金   9,240 19.8  2,217 3.6  2,821 8.4 

Ⅲ 連 結 剰 余 金   11,594 24.9  △ 1,390 △ 2.2  2,525 7.5 

Ⅳ 為替換算調整勘定   401 0.9  - -  - - 

    28,942 62.1  3,226 5.2  8,352 24.8 

Ⅴ 自 己 株 式   △ 1 △ 0.0   -  -   -  - 

 資 本 合 計   28,940 62.1   3,226 5.2  8,352 24.8 

 負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計   46,615 100.0  62,055 100.0  33,703 100.0 

          
（注）前中間期(平成 12年３月中間期)における数値については、公認会計士又は監査法人の監査を受けておりません。
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②中間連結損益計算書 
（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 
要約連結損益計算書 

（自 平成 12 年 10 月１日 至 平成 13 年３月 31 日 ) (自 平成 11 年 10 月 1 日 至 平成 12 年 3 月 31 日 ) ( 自 平成 11 年 10 月 1 日 至 平成 12 年 9 月 30 日 ) 

期  別  
 
 
 科  目 

金      額 百分比 金      額 百分比 金      額 百分比 

   ％   ％   ％ 

Ⅰ 売 上 高           

 1. 投 資 事 業 組 合 等 
管 理 収 入  16,357   3,484   8,591   

2. 営業投資有価証券 
売 上 高  305   2,490   37,248   

3. コンサルティング収入  515   217   785   

4. そ の 他 売 上 高  10 17,189 100.0 36 6,229 100.0 47 46,672 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価           

1. 営業投資有価証券 
売 上 原 価 ※1 545   6,789   37,543   

2. そ の 他 売 上 原 価 ※2 942 1,487 8.7 423 7,213 115.8 1,226 38,769 83.1 

 売上総利益又は売上総損失 (△ )   15,701 91.3  △ 984 △ 15.8  7,903 16.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3  540 3.1  1,510 24.3  3,387 7.2 

 営業利益又は営業損失（△）   15,160 88.2  △ 2,495 △ 40.1  4,515 9.7 

Ⅳ 営 業 外 収 益             

1. 受 取 利 息  24   16   31   

2. 受 取 配 当 金  -   0   0   

3. 為 替 差 益  634   -   45   

4. そ の 他  6 666 3.9 0 17 0.3 3 80 0.2 

Ⅴ 営 業 外 費 用           

1. 支 払 利 息  71   22   147   

2. 持 分 法 に よ る 
投 資 損 失  -   -   20   

3. 為 替 差 損  -   8   -   

4. 新 株 発 行 費 償 却  32   2   -   

5. 株式公開関係費用  18   -   -   

6. そ の 他  8 130 0.8 0 34 0.5 10 179 0.4 

 経常利益又は経常損失（△）   15,696 91.3  △ 2,512 △ 40.3  4,416 9.5 

Ⅵ 特 別 利 益           

1. 出 資 金 売 却 益  -   55   55   

2. 投資有価証券売却益  20   -   -   

3. そ の 他  - 20 0.1 1 56 0.9 2 58 0.1 

Ⅶ 特 別 損 失           

1. 固 定 資 産 除 却 損  0   1   2   

2. 持分変動によるみなし
売 却 損  -   9   9   

3. 退職給付会計基準 
変更時差異処理額  8 8 0.0 -  11 0.2 - 11 0.0 

 税金等調整前中間 (当期 ) 
純利益又は中間純損失（△）   15,708 91.4  △ 2,466 △ 39.6  4,463 9.6 

 法人税、住民税及び 
事 業 税  7,194   516   1,600   

 法 人 税 等 調 整 額  △ 567 6,626 38.5 △ 1,560 △ 1,044 △ 16.8 362 1,963 4.3 

 少 数 株 主 利 益   13 0.1  0 0.0  5 0.0 

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 
又は中間純損失 (△ )   9,069 52.8  △ 1,421 △ 22.8  2,494 5.3 

          

（注）前中間期(平成 12年３月中間期)における数値については、公認会計士又は監査法人の監査を受けておりません。
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③中間連結剰余金計算書  
（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 
要約連結剰余金計算書 

（
自 平成 12 年 10 月１日 
至 平成 13 年３月 31 日 

) (
自 平成 11 年 10 月１日 
至 平成 12 年３月 31 日 

) (
自 平成 11 年 10 月１日 
至 平成 12 年９月 30 日 

) 

     期  別  
 
 
 科  目 

金          額 金          額 金          額 

Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高   2,525     

 1.その他の剰余金期首残高    1  1  

 2.過年度税効果調整額     29 31 29 31 

Ⅱ 中間 (当期 )純利益 (損失 )   9,069  △ 1,421  2,494 

Ⅲ 連結剰余金中間(期末)残高   11,594  △ 1,390  2,525 

       
（注）前中間期(平成12年３月中間期)における数値については、公認会計士又は監査法人の監査を受けておりません。 
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④中間連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度要約 
連結キャッシュ・フロー計算書 

（
自 平成 12 年 10 月１日 
至 平成 13 年３月 31 日 

)） （
自 平成 11 年 10 月１日 
至 平成 12 年３月 31 日 

) ） （
自 平成 11 年 10 月１日 
至 平成 12 年９月 30 日 

) ） 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

1． 税金等調整前中間(当期)純利益(損失)  15,708 △ 2,466  4,463 

2． 減 価 償 却 費  49  4  21 

3． 連 結 調 整 勘 定 償 却 額  19  52  72  

4． 引 当 金 の 増 加 額  11  4  29 

5． 持分法による投資損益      △ 2  -  20 

6． 
 
持分変動によるみなし 
売 却 損  -  9  9 

7． 
 
投 資 事 業 組 合 か ら の 
損 益 分 配 損 益  429 △ 110  272 

8． 投 資 有 価 証 券 評 価 損  -  4,611  - 

9． 投 資 有 価 証 券 売 却 益    △ 20  - △ 1 

10． 出 資 金 売 却 益   - △ 55 △ 55  

11． 為 替 差 損   0  2  2 

12． 受取利息及び受取配当金    △ 22 △ 16 △ 269 

13． 支 払 利 息   121  46  272 

14． 
 
営業投資有価証券及び 
営 業 出 資 金 の 増 加 額    △ 988 △ 43,482 △ 16,309 

15.  売 上 債 権 の 減 少 額    205  216  3,077 

16.  前 受 金 の 増 減 額    △ 2,262  510  3,884 

17.  そ の 他 増 減 額   1,098 △ 125  41 

 小 計  14,348 △ 40,800 △ 4,469 

18． 利息及び配当金の受取額   31  11  259 

19． 利 息 の 支 払 額    △ 75 △ 126 △ 309 

20． 法 人 税 等 の 支 払 額    △ 7,357 △ 2,389 △ 2,911 

 営業活動によるキャッシュ・フロー    6,946 △ 43,305 △ 7,432 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

1． 投資有価証券取得による支出   - △ 80 △ 378 

2． 
 
投資有価証券の売却による 
収 入   30  -  184 

3． 
 
連結範囲の変更に伴う子会社
株 式 の 取 得 に よ る 支 出   -  75  75 

4． 出 資 金 減 少 に よ る 収 入   -  555  555 

5． 貸 付 け に よ る 支 出   - △ 1,725 △ 1,725 

6． 貸付金の回収による収入   54  1,724  1,928 

7． そ の 他    △ 131 △ 10  28 

 投資活動によるキャッシュ・フロー    △ 47  539  669  
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                             （単位：百万円） 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度要約 

連結キャッシュ・フロー計算書 

（
自 平成 12 年 10 月１日 
至 平成 13 年３月 31 日 

)） （
自 平成 11 年 10 月１日 
至 平成 12 年３月 31 日 

) ） （
自 平成 11 年 10 月１日 
至 平成 12 年９月 30 日 

) ） 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 金 額 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

1． 短期借入金の純増減額  △ 7,500  53,840  7,630 

2． 長期借入れによる収入   -  -  10,000 

3． 長期借入金の返済による支出   -  - △ 2,000 

4． 社 債 発 行 に よ る 収 入   0  495  1,121 

5． 社 債 償 還 に よ る 支 出   -  - △ 490 

6． 新 株 発 行 に よ る 収 入   10,947  -  1,209 

7． 
 
少 数 株 主 に 対 す る 
株 式 発 行 に よ る 収 入   -  12  12 

8． そ の 他   1  -  - 

 財務活動によるキャッシュ・フロー   3,448  54,347  17,483 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   85  0 △ 35 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  10,432  11,581  10,685 

Ⅵ 新 規 連 結 に 伴 う 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額   -  2,636  2,636 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期首残高   13,383  61  61 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高   23,816  14,279  13,383 

      

（注）前中間期(平成 12 年３月中間期)における数値については、公認会計士又は監査法人の監査を受けておりません。 
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（２）中間連結財務諸表等作成の基本となる重要な事項  
1. 連結の範囲に関する事項 （1）連結子会社数 7社  

 連結子会社の名称は、下記のとおりであります。 
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾍﾞﾝﾁｬｰｽﾞ㈱ 

  ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｺﾝﾃﾝﾂ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ 
  ｿﾌﾄﾄﾚﾝﾄﾞｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 
  SOFTBANK CHINA VENTURE INVESTMENTS LIMITED 
    SOFTBANK INVESTMENT(INTERNATIONAL)HOLDINGS LIMITED 
    SOFTBANK INVESTMENT(INTERNATIONAL)COMPANY LIMITED 
   SOFTBANK CHINA VENTURE INVESTMENTS NO.6 LIMITED 

（2）主要な非連結子会社の名称等 
ｴｽ･ﾋﾞｰ･ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ㈱ 
SOFTBANK INVESTMENT AMERICA CORPORATION 

（連結の範囲から除いた理由） 
  非連結子会社2社はいずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上
高、中間純損益（持分に見合う額）及び剰余金（持分に見合う額）は、
いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであ
ります。 

（3）他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有しているに
もかかわらず子会社としなかった当該他の会社等の名称 
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｻｰﾋﾞｽ㈱ 
ｲｰ･ﾘｻｰﾁ㈱ 

（連結の範囲から除いた理由） 
当社の営業目的であるベンチャー企業の投資育成のために取得した
ものであるためであります。 

（1）持分法適用の非連結子会社数 該当ありません。 
 
（2）持分法適用の関連会社数   2社 
主要な会社の名称 
㈱ｿﾌｨｱﾊﾞﾝｸ 
SOFTECH INVESTMENT MANAGEMENT COMPANY LIMITED 
 
前連結会計年度において持分法適用関連会社であったｲｰ･ﾌｧｲﾅﾝｽｽｸｰ
ﾙ株式会社につきましては、平成12年10月において保有する全株式を売
却しております。  
 

（3）持分法を適用しない非連結子会社のうち主要な会社の名称 
ｴｽ･ﾋﾞｰ･ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ㈱ 
SOFTBANK INVESTMENT AMERICA CORPORATION 

（持分法を適用しない理由） 
   持分法非適用会社2社は、それぞれ中間純損益及び剰余金に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。 
 

2. 持分法の適用に関する事項 

（4）他の会社の議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算に
おいて所有しているにもかかわらず関連会社としなかった当該他の
会社の名称 
㈱ｷｬｽﾄ 
SOFTBANK INVESTMENT INTERNATIONAL (STRATEGIC) LIMITED 
㈱ﾃﾞｼﾞｺｰﾄﾞ 
ｵﾝﾗｲﾝ･ｱｲｱｰﾙ㈱ 
ｺﾞﾒｽ㈱ 

（関連会社としなかった理由） 
   当社の営業目的であるベンチャー企業の投資育成のために取得した
ものであるためであります。 
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 （5）投資事業組合等の持分法の適用に関する取扱い 
連結会社が管理・運営する投資事業組合等に対する出資のうち、連
結会社の持分割合が 100 分の 20 以上、100 分の 50 以下である投資事業
組合等が 1 ファンドありますが、投資事業組合等の収益・費用は持分
割合に応じて各出資者に帰属するため、投資事業組合等は関連会社と
して取り扱っておりません。 

3. 連結子会社の中間決算日等に関する事項 連結子会社のうち、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾍﾞﾝﾁｬｰｽﾞ㈱及びｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｺﾝﾃﾝﾂ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱
の中間決算日は6月30日であり、ｿﾌﾄﾄﾚﾝﾄﾞｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱、SOFTBANK CHINA 
VENTURE INVESTMENTS LIMITED、SOFTBANK INVESTMENT (INTERNATIONAL) 
HOLDINGS LIMITED 、 SOFTBANK INVESTMENT (INTERNATIONAL) COMPANY 
LIMITED、SOFTBANK CHINA VENTURE INVESTMENTS NO.6 LIMITEDの中間決
算日は、12月31日であります。 
中間連結財務諸表の作成にあたっては、中間決算日が6月30日の会社に
あっては中間連結決算日現在の財務諸表を使用しており、中間決算日が
12月31日の会社にあっては12月31日現在の財務諸表を使用し、中間連結
決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ
ております。 

4. 会計処理基準に関する事項 
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 
その他有価証券（営業投資有価証券を含む） 
  時価のあるもの 
  移動平均法による原価法 
 時価のないもの  

     移動平均法による原価法 
（追加情報） 
 当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会
計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成11年１月22日））
を適用しております。ただし、当中間連結会計期間においては、中間連
結財務諸表規則附則（平成12年大蔵省令第12号）第３項により、その他
有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりません。
この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益及び税金等調
整前中間純利益はそれぞれ397百万円増加しております。 
なお、当中間連結会計期間末日におけるその他有価証券に係る中間連
結貸借対照表計上額は3,616百万円、時価は12,936百万円、評価差額金相
当額は5,400百万円及び繰延税金負債相当額は3,918百万円であります。 

 
(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定率法、在外子会社は所在地国の会計基準
に基づく定額法によっております。 
無形固定資産 
ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能見込期間（5
年）に基づく定額法によっております。 
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(3)重要な引当金の計上基準 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。 
賞与引当金 
従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当連結中間会計期間

負担額を計上しております。 
退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発
生していると認められる額を計上しております。 
 なお、会計基準変更時差異（８百万円）については、当中間連結会計
期間において一括費用処理しております。 
(追加情報) 
 当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準(｢退職給付に係る会
計基準の設定に関する意見書｣（企業会計審議会平成10年６月16日）)を
適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退
職給付費用が12百万円増加し、経常利益は４百万円、税金等調整前中間
純利益は12百万円減少しております。 
また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払
金は、前払年金費用(投資その他の資産の｢その他｣)に含めて表示してお
ります。 
役員退職慰労引当金 
当社は役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規定に基づ

く当中間連結会計期間末要支給額を計上しております。 
 

(4)収益及び費用の計上基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営業投資有価証券売上高及び売上原価 

 営業投資有価証券売上高には、投資育成目的の営業投資有価証券の売

上高、受取配当金及び受取利息を計上し、同売上原価には、売却有価証

券帳簿価額、支払手数料、評価損等を計上しております。 

投資事業組合等管理収入 

 投資事業組合等管理収入には、投資事業組合等設立報酬及び同管理報

酬、同成功報酬が含まれており、投資事業組合等管理報酬については、

契約期間の経過に伴い契約上収受すべき金額を収益として計上し、同設

立報酬及び同成功報酬については、収入金額確定時にその収入金額を収

益として計上しております。 

コンサルティング収入 

 コンサルティング収入については契約期間の経過に伴い契約上収受

すべき金額を収益として計上しております。 

資金原価 

 支払利息を資産の平均残高に基づいて、営業資産に係るものと非営業

資産に係るものとにそれぞれ分割し、営業資産に係る資金原価は売上原

価に計上しております。非営業資産に係る支払利息については、営業外

費用として計上しております。 
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(5)重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨へ
の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益として処理しております。 
なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算
差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 
（追加情報） 
当中間連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建
取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会 平成11
年10月22日））を適用しております。この変更による損益への影響はあり
ません。 
また、前連結会計年度において「負債の部」に計上していました為替
換算調整勘定は、中間連結財務諸表規則の改正により、「資本の部」に含
めて計上しております。 

(6)重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。 

(7)重要なヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 
為替予約については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を
採用しております。 
ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段：為替予約  
ヘッジ対象：外貨建金銭債権 
なお、当連結中間会計期間末においては、為替予約の残高はありませ
ん。 
ヘッジ方針 
外貨建取引につき、為替相場の変動によるリスクを回避するため為替予
約を行っております。 
 

(8)その他中間連結財務諸表作成のための基
本となる重要な事項 

投資事業組合等への出資に関わる会計処理 
投資事業組合等への出資に関わる会計処理は、組合の事業年度の財務
諸表に基づいて、組合の収益・費用を当社の出資持分割合に応じて計上
しております。 
連結子会社が管理運営する匿名組合の連結上の取扱 
連結子会社であるｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾍﾞﾝﾁｬｰｽﾞ㈱及びｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｺﾝﾃﾝﾂ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱
は、匿名組合契約方式による投資事業を行う営業者であり、匿名組合の
資産・負債・収益・費用は、実質的に営業者には帰属しないため、中間
連結財務諸表規則第5条1項第2号の規定に基づき連結の範囲から除外し
ております。 
繰延資産の処理方法 
新株発行費 
商法の規定に基づき、3年間で毎期均等額を償却しております。 

社債発行費 
商法の規定に基づき、3年間で毎期均等額を償却しております。 

消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 
控除対象外の消費税等については、販売費及び一般管理費に計上してお
ります。 

連結調整勘定の償却に関する事項 
連結調整勘定の償却については、3年 5ヶ月(匿名組合の残存契約期間)

で均等償却を行っております。ただし、金額が僅少なものについては、
発生時一括償却をしております。 

5．中間連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）
は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、
価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヵ月以内に償
還期限の到来する短期投資からなっております。 
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注 記 事 項 
 
(中間連結貸借対照表関係) 

                              
 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 
(平成 13 年３月 31 日現在)  (平成12年９月30日現在) 

※1.営業出資金には当社及び当社の子会社が運営するファンドへの出
資が以下のとおり含まれております。 
営業出資金 

※1.営業出資金には当社及び当社の子会社が運営するファンドへの出
資が以下のとおり含まれております。 
営業出資金 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞ ・ーﾌｧﾝﾄﾞ３号 6,961 百万円 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞ ・ーﾌｧﾝﾄﾞ３号 7,237 百万円 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞ ・ーﾌｧﾝﾄﾞ２号 1,933 百万円 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞ ・ーﾌｧﾝﾄﾞ２号 1,996 百万円 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧﾝﾄﾞ      920 百万円 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧﾝﾄﾞ      940 百万円 

1,090 百万円 その他８組合 1,275 百万円 
10,905 百万円 11,450 百万円 

その他８組合 
 

 
 

 
※2.前受金には当社及び当社の子会社が運営するﾌｧﾝﾄﾞからの
投資事業組合管理収入等が以下のとおり含まれておりま
す。 
前受金 

※2.前受金には当社及び当社の子会社が運営するﾌｧﾝﾄﾞからの
投資事業組合管理収入等が以下のとおり含まれておりま
す。 
前受金 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞ ・ーﾌｧﾝﾄﾞ２号 871 百万円 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞ ・ーﾌｧﾝﾄﾞ２号 2,614 百万円 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞ ・ーﾌｧﾝﾄﾞ３号  153 百万円 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞ ・ーﾌｧﾝﾄﾞ３号  460 百万円 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞ ・ーﾌｧﾝﾄﾞ１号 119 百万円 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞ ・ーﾌｧﾝﾄﾞ１号 357 百万円 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧﾝﾄﾞ      290 百万円 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌｧﾝﾄﾞ      96 百万円    

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｺﾝﾃﾝﾂﾌｧﾝﾄﾞ      216 百万円 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｺﾝﾃﾝﾂﾌｧﾝﾄﾞ      72 百万円    

CHINA ENTERPRISE INVESTMENT FUND 74 百万円 CHINA ENTERPRISE INVESTMENT FUND 8 百万円    
SOFTBANK ASIA NET-TRANS FUND 63 百万円 その他 160 社 691 百万円 
その他 114 社 280 百万円 4,302 百万円 

2,068 百万円  
 

 
 

 

(中間連結損益計算書関係) 
                              

当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（
自 平成 12 年 10 月１日 
至 平成 13 年３月 31 日 

)    （
自 平成 11 年 10 月１日 
至 平成 12 年９月 30 日 

) 

※1.営業投資有価証券売上原価には、営業投資有価証券の評価
損 237 百万円が含まれております。 

 
※2.その他売上原価には、資金原価及び売上高に対応する人件
費等が含まれております。 

 
※3.販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

※1.営業投資有価証券売上原価には、営業投資有価証券の評価
損 39 百万円が含まれております。 

 
※2.        同   左 
 
 
※3.販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

給料・賞与 156百万円 販売手数料       2,553 百万円 
役員報酬 190百万円 役員退職慰労引当金繰入額 28 百万円 
役員退職慰労引当金繰入額 15百万円 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
                              

   当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（
自 平成 12 年 10 月１日 
至 平成 13 年３月 31 日 

) （
自 平成 11 年 10 月１日 
至 平成 12 年９月 30 日 

) 

1. 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係（平成 13 年 3 月

31 日現在） 

1．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係（平成 12 年 9 月 30 日現在） 

現金及び預金勘定 8,316 百万円  現金及び預金勘定 13,383 百万円 
有価証券勘定 15,500 百万円  13,383 百万円 

23,816 百万円   現金及び現金同等物 
  

現金及び現金同等物 

 

 

  ２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産
及び負債の主な内訳 
株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始時
の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得のため
の支出（純額）との関係は次のとおりであります。 
①SOFTBANK CHINA VENTURE INVESTMENTS LIMITED 
                           （平成 11 年 12 月 31 日現在） 

  流動資産   130 百万円  
固定資産     5 百万円  
連結調整勘定    36 百万円  
流動負債 △121 百万円  
固定負債    ―百万円  
為替換算調整勘定 △ 0 百万円  
少数株主持分    ―百万円 

SOFTBANK CHINA VENTURE INVESTMENTS LIMITED 株式の
取得価額 

 
   51 百万円 

SOFTBANK CHINA VENTURE INVESTMENTS LIMITED 現金及
び現金同等物 

 
△126 百万円 

 

 
差引：SOFTBANK CHINA VENTURE INVESTMENTS   

 LIMITED 取得のための支出 

 
△ 75 百万円 

 

 
 
 

  

 
 
 
 
 

３．重要な非資金取引の内容 
株式交換 
株式交換により新たに連結したことに伴う連結開始時の
資産及び負債の内訳は次のとおりであります。 
①ソフトベンチャーキャピタル（株） 

      （平成 11 年 10 月 31 日現在） 
流動資産 5,306 百万円  
固定資産  575 百万円  
資産合計 5,882 百万円 

流動負債 2,355 百万円 

 

固定負債   ―百万円 

  負債合計 2,355 百万円 
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   当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（
自 平成 12 年 10 月１日 
至 平成 13 年３月 31 日 

) （
自 平成 11 年 10 月１日 
至 平成 12 年９月 30 日 

) 

②ソフトバンクベンチャーズ（株） 
                （平成 11 年 10 月 31 日現在） 
流動資産  911 百万円  
固定資産    7 百万円 

資産合計  919 百万円 

流動負債  632 百万円 

 

固定負債   ―百万円 

 632 百万円 

  

  負債合計 

 

 

③ソフトバンク・コンテンツ・パートナーズ（株） 
（平成 11 年 10 月 31 日現在） 

流動資産  234 百万円  
固定資産    5 百万円 

資産合計  240 百万円 

流動負債   78 百万円 

 

固定負債   ―百万円 

  負債合計   78 百万円 

 

④ソフトトレンドキャピタル（株） 
（平成 11 年 10 月 31 日現在） 

流動資産 2,451 百万円  
固定資産   57 百万円  
資産合計 2,508 百万円 

流動負債 2,412 百万円 

 

固定負債    ―百万円 

  負債合計 2,412 百万円 

 

  

  
 
 
 
 

（リース取引関係） 
 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
当中間連結会計期間(自平成12年10月1日 至平成13年3月31日)及び前連結会計年度(自平成11年10月1日 至平成12年9月30日) 
 
事業内容に照らして重要性が乏しく、契約１件あたりの金額が少額なリース取引のため、中間連結財務諸表規則第

15条において準用する財務諸表等規則第８条の６第６項の規定により、記載を省略しております。 
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(有価証券関係) 
 

（当中間連結会計期間） （平成 13 年３月 31 日現在） 
 
1．その他有価証券で時価のあるもの 

中間連結財務諸表規則附則（平成12年大蔵省令第12号）第３項に基づき記載を省略しています。 

2．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 

譲渡性預金                9,500百万円  

ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ            6,000百万円 

非上場株式（店頭売買株式を除く）     4,476百万円 

 

 
（前連結会計年度） （平成 12 年９月 30 日現在） 

有 価 証 券 の 時 価 等             （単位：百万円） 
 

種 類 
 

 
連結貸借対照表計上額 
 

時  価 評 価 損 益 

流動資産に属するもの    

株式 3,072 23,842 20,770 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 3,072 23,842 20,770 

固定資産に属するもの    

株式 － － － 

債券 － － － 

その他 － － － 

小計 － － － 

合計 3,072 23,842 20,770 

 （注）１．時価の算定方法 
 上場有価証券：東京証券取引所及び香港証券取引所の最終価格によっております。 

２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額 

流動資産に属するもの 

店頭売買株式を除く非上場株式               3,684 百万円 

新株引受権証券                        0 百万円 

固定資産に属するもの 

店頭売買株式を除く非上場株式                174 百万円 
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（デリバティブ取引関係） 
 

（当中間連結会計期間） （平成 13 年３月 31 日現在） 
該当する事項はありません。 

 

（前連結会計年度）（自平成 11 年 10 月１日 至平成 12 年９月 30 日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1） 取引の内容 

  当社の利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引に対する取組方針としては、ヘッジ目的の取引に限定しており、投機的な

取引は行わない方針であります。 

(3）取引の利用目的 

 外貨建債権債務の決済及び外貨建有価証券の売買取引に係る短期的な為替レートの変動リス

クを回避する目的で為替予約を利用しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 取引の相手方は、信用度の高い国内金融機関であり、相手方の債務不履行による信用リスク

はほとんど無いと認識しております。 

(5)取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブの管理体制につきましては、財務経理部が決裁申請を起案し、担当取締役の決

裁を得て実行します。なお、デリバティブ取引については利用目的が限定され、かつ取引の頻

度が高くないため、取引に関する管理規程は特に設けておりません。 

 

２．取引の時価等に関する事項 

  当連結会計年度における取引残高がないため、該当事項はありません。 
 
 
（セグメント情報） 
 

(1) 事業の種類別セグメント情報 
当中間連結会計期間(自平成12年10月１日 至平成13年3月31日)及び前連結会計年度(自平成11年10月1日 至平成12年9月30日) 

 

当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当連結グループはベンチャーズ・インキュベーショ

ン事業を専業としており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

    

(2) 所在地別セグメント情報 
当中間連結会計期間(自平成12年10月１日 至平成13年3月31日)及び前連結会計年度(自平成11年10月1日 至平成12年9月30日) 

 

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも 90％超であるため、記

載を省略しております。   

 

(3) 海 外 売 上 高 
当中間連結会計期間(自平成12年10月１日 至平成13年3月31日)及び前連結会計年度(自平成11年10月1日 至平成12年9月30日) 

 

海外売上高が、いずれも連結売上高の 10％未満であるため、記載を省略しております。 
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（一株当たり情報） 
 

当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（
自 平成 12 年 10 月１日 
至 平成 13 年３月 31 日 

) （
自 平成 11 年 10 月１日 
至 平成 12 年９月 30 日 

) 

１株当たり純資産額           267,671 円 72 銭 
１株当たり中間純利益           87,566 円 48 銭 
潜在株式調整後１株当たり中間純利益   81,987 円 09 銭  
 

１株当たり純資産額         169,928 円 72 銭 
１株当たり当期純利益        179,728 円 44 銭 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

新株引受権付社債を発行しておりますが、当社株式は非
上場かつ非登録のため、期中平均株価が把握できません
ので記載しておりません。 

（注）平成 12 年 11 月 13 日付をもちまして、1株を 2 株にする株式分割をいたしました。当中間連結会計期間の 1株あたり

中間純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

 
（重要な後発事象） 

 
当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（
自 平成 12 年 10 月１日 
至 平成 13 年３月 31 日 

) （
自 平成 11 年 10 月１日 
至 平成 12 年９月 30 日 

) 

当社は、平成13年４月12日付けで、ソフトバンク・ア
セット・マネジメント株式会社の発行済株式の１００％
を取得しております。取得価額は３億円であります。 
会社の概要は、次のとおりであります。 
・社名   ソフトバンク・アセット・マネジメント

株式会社 
・設立   平成12年３月 
・本社住所 東京都千代田区神田錦町３丁目15番地 
・事業内容 有価証券等に関する投資顧問業務他 
・従業員数 ２名（平成12年12月31日現在） 
・売上高  41百万円（平成12年３月９日から平成12

年12月31日） 
・総資産  301百万円（平成12年12月31日現在） 

当社は平成 12 年 10 月 23 日開催の取締役会の決議に基づ
き、次のように株式分割による新株式を発行しております。 
1.平成 12 年 11月 13 日付をもって無額面普通株式１株を２
株に分割する。 

 （1）分割により増加する株式数 
    無額面普通株式      49,152 株 
 （2）分割方法  
   平成 12 年 11 月８日現在の株主名簿に記載された株主

の所有株式数を１株につき２株の割合をもって分割す
る。 

2.配当起算日 
  平成 12 年 10 月１日 

 
 

 
 

 


